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要旨 
 
本稿は過去 50 年の期間を対象に、日本の都道府県において金融深化仮説と収束仮説が成立
するかどうかを検証した。終点時点を 2003 年度に、始点を 1955 年以降のいろいろな年に
とり、その期間の経済成長率を、始点の GDP と銀行部門の規模を表す貸出残高にクロスセ
クション回帰した。その結果、始点を高度成長期にとった場合には両仮説とも支持される
が、1975 年以降の低長期を始点にとると、両仮説の有意性や説明力が低下することが明ら
かになった。次に、経済成長を左右すると考えられる変数を追加すると、人口成長率、第
2 次産業構成比の変化率と平均値、晴天日数、公共事業費が予想通りの影響を及ぼしたが、
教育は有意でなく、地方交付税は予想とは逆の影響を及ぼしたことが見出された。これら
の変数を追加しても、両仮説は成立する。最後に、銀行パフォーマンス（経費率、非効率
性、市場集中度）が経済成長に与える影響を検討したが、それは明確に確認できなかった。 
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１． はじめに 
金融部門は経済発展に大きな役割を果たしてきたであろうか。これは古くから経済学が大
きな関心を払ってきた問題である。貨幣がヴェールにすぎないのかどうかは、「古典派の二
分法」論争を経て、貨幣の中立性命題の問題として、現在でも精力的に実証的検討が行わ
れている（Fisher and Seater, 1993）。もう一つの論争点は、貸出を通じる銀行部門の重要性
に関するものであった。日本の金融論においては、貸出がキー変数であるとの認識が強か
ったが、欧米においては、伝統的なIS-LM分析に表されているように、貨幣が最も重要な金
融変数であった。1しかし、欧米においても、金融部門が経済発展に重要な役割を果たすと
いう考えがあり、国際比較によってこの命題が検討されてきた（Goldsmith, 1969, McKinnon, 
1973, Fry, 1995）。これが「金融深化」と呼ばれる研究分野である。 
 この研究領域は、当初は理論なき実証の印象を免れなかったが、Stiglitz and Weiss (1981) 
が均衡信用割り当ての理論を提示し、合理的経済主体を前提としても信用割り当てが起こ
りうることを明らかにしてから、欧米においても、貸出は実体経済に影響する有力な変数
として扱われるようになった。2金融深化の研究も再び脚光を浴びるようになり、理論モデ
ルをつけた実証分析が多数行われた (King and Levine, 1993, Levine, 1992, Demirguc-Kunt and 
Levine, 2001) 。その理論的なアイディアは、銀行部門の貸出審査技術が発達していれば、
貸し手と借り手の情報の非対称性を緩和することができ、エージェンシーコストを下げる
ことにより、厚生を高めることができるというものである。 
 金融深化の考えは、必ずしも、国際的な経済成長の相違のみについて適用されるもので
はない。3本論文は、「金融部門の大きい地域ほどその後の経済発展が大きい」という「金
融深化」の命題が、日本の都道府県について成立するかどうかを検討する。4 
 金融深化仮説の実証研究に加え、本論文は二つの特徴をもっている。第一は、金融深化
仮説を条件付き収束仮説の一形態としてみる点である。収束仮説は Solow-Swan の最適成
長理論の実証研究であるが、どの経済も（一定の条件を満たしていれば）同一の経済水準
（以下では GDP）に収束するという命題（絶対収束仮説）は、南北問題という深刻な政治
経済問題に直面していた世界にとって、現状の世界政治システムを是とするか非とするか
というイデオロギー闘争でもあった。 
金融を生産要素に追加する形で Solow-Swan モデルを拡張すると、収束する GDP レベル
はその金融の大きさに依存することになる。これは、絶対収束性に対して、条件付き収束
性と呼ばれる（Barro, 1991, Mankiw et al., 1992, Barro and Sala-i-Martin, 1992）。5  
                                                  
1 Hicks (1974) はこの違いを貸越経済と貨幣経済というように整理している。 
2 たとえば、Blinder (1987) は貸出額を生産要素とする生産関数を用いてマクロモデルを構築し、
Bernanke and Blinder (1988)は、IS-LM を、貸出を追加変数として含む体系に拡張した。 
3地域経済分析の例としては、Funke（2005）は、西ドイツの 71 の地方を対象に、人的資本の経
済成長に果たす役割について分析している。 
4 金融深化仮説を国内に適用する際の問題点については 2 節で議論する。 
5 通常、金融の状況に加え、教育水準やその国の開放度等を変数として考慮する。 
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第二は、地域間格差の問題である。小泉政権は市場化・民営化の改革方針を推し進めた
が、それに対抗する勢力は、小泉改革によっていろいろな「格差」が拡大し、深刻な状況
に達していると主張している。安倍政権に移行してからは、とりわけ地域間格差が取り上
げられ、選挙の争点にもなっている。6本論文は格差の問題を全面的に扱うものではないが、
収束仮説の可否は必然的に（世界経済における南北問題のように）都道府県間の経済格差
が長期的に拡大したのか縮小したのかを明らかにする。本論文では、その結果をふまえて、
地域間格差の変化について、若干の考察を加えることにしよう。 
 以下の部分は次のように構成される。まず、2 節では、基本命題を述べ、「金融深化仮説」
を日本の地域経済に適用する際の留意点を議論したうえで、定式化とデータについて説明
する。3 節では、基本モデルの推定結果を述べ、さらに、期間別の分析を行って収束速度
を推定する。4 節では、経済成長を規定するその他の要因を考慮し、3 節での分析を拡張す
る。5 節は、銀行部門を表す変数として、規模だけでなく、効率性や市場集中度といった
パフォーマンスを考慮する。6 節では本稿の結論をまとめる。 
 
2. 理論的枠組み 
2.1 基本的な命題 
分析対象とする期間を t年から T年と書くと、検定すべき命題は次のように定式化される。 
 
命題１： 金融深化仮説 
t 年の銀行部門が発達している県ほど、t～T 年の経済成長率が高い。 
 
命題１は、金融が実体経済に対してプラスの影響を与えるという仮説を体しており、金
融深化理論の基本的な仮説である。 
長期的に銀行部門と実体経済部門が並行的に成長する（安定した関係がある）と思われ
る。また、短期的に銀行部門の成長と実体経済部門の成長が相互依存するであろうと想像
される。このような、金融と実体経済の相互依存関係を分析することも興味深い課題であ
るが、命題１の問題意識とは若干異なる。7命題 1 は、金融から実体経済への因果にとりわ
け関心を持ち、それを検定する。 
 
命題２： 収束仮説 
t 年の経済水準が高い県ほど、t～T 年の経済成長率が低い。 
 
                                                  
6 格差の実態は主として労働経済学の研究対象であり、そこでは活発な研究が展開されている
（大竹, 2005）。 
7 短期的な関係について、野間(2007)は貸出が経済に影響することをパネル分析によって明らか
にしている。 
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この二つの命題を確認するために、t～T 年の経済成長率 TtGGDP , を t 年の tGDP と t 年
の銀行部門を表す変数
tBANK に回帰する。すなわち、 
i
t
i
t
i
Tt
i BANKGDPGGDP εγβα +++=, ,    Ii ,...,1=        (1) 
ここで、i は都道府県を示しており、回帰は都道府県についてのクロスセクション回帰で
あることに注意されたい。 (1)式の回帰において、命題１は 0>γ 、命題２は 0<β と表さ
れる。8初期水準において低所得の県は、高所得の県より高い成長率を達成し、地域間所得
格差が縮小していく。 
この方法には、金融深化の状況がその後の経済発展にどのような影響を与えるかという、
一方向の因果関係を特定できるというメリットがある。Goldsmith らが当初行っていた、同
時期における金融深化の程度と GDP 水準の相関を調べるという方法では、たとえ高い相関
が見出されたとしても、それが、金融深化が原因で高い GDP がもたらされているのか、そ
れとも、GDP が高いために銀行部門が充実したのかを見分けることはできない。 
また、t 年と T 年のデータさえあればよく、必要なデータ数が限定されている点も、発
展途上国を含む多数の国のデータを必要とする国際版の金融深化や収束仮説の検定では、
メリットといえるかもしれない。しかし、データが各年で利用可能な場合には、利用可能
な情報を十分に使用していないというデメリットをもたらす。9 
時系列分析は非定常性の問題を含み、複雑な計量経済学的手法が必要である。これに対
し、(1)式の推定には、非定常性や内生性といった問題が少なく、基本的に OLS で推定で
きるという推定手法の簡便性のメリットがある。 
 
2.2 金融深化と収束仮説を地域（都道府県）分析に適用する問題点 
各国は独自の歴史を持っており、産業革命の時期を初めとして、経済発展のパターンが互
いに異なっている。ある時点で国際比較をすると、各国の GDP 水準が大きく異なる。長期
的にこの格差が縮小する方向にあるのかどうかは大きな問題である（収束仮説）。また、将
来の経済発展を促進するために、まず優れた銀行部門を整備すべきかどうかも重要な政策
上の問題である（金融深化）。 
 日本国内で、そもそもこのような問題が重要であろうか。歴史的に見て、出稼ぎが社会
問題となり、東京一極集中と地方の過疎が指摘され、現在、「地域格差」が選挙における最
大の政策問題としてクローズアップされていることは、地域間の経済格差が、研究対象と
                                                  
8 この回帰式は、金融深化仮説においては、King and Levine (1993a,b)が採用したものであるが、
収束仮説の文脈では、Barro 回帰と呼ばれ、広く使われている(Barro, 1991, Berthelemy and 
Varoudakis, 1995, 1996)。 
9 すべての時系列データを使ってパネル単位根の有無で収束仮説を検定する方法としては、
Evans and Karras (1996)を参照のこと。 
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すべき重要な問題であることを示唆している。実際、2003 年の一人あたり所得は、最高の
東京都と最低の奈良県で約 2.6 倍の開きがあり、一人あたり預金額では東京都と宮崎県で
約 6 倍の格差が、一人あたり貸出額では、東京都と宮崎県で約 11 倍の格差が存在する。 
 金融深化仮説や収束仮説を、国内の地域で実証するには、分析対象とする地域（県）が
独立した経済や市場を形成しているという前提が必要である。もし、日本国内で、人々の
移動と資金の移動が完全であるならば、地理的特性を所与として最適な経済が構築されて
おり、人々の厚生（生涯効用レベル）は均等化しているはずである。観察される GDP 格差
は見せかけであり、GDP に反映されていないメリット（環境などの豊かな生活指標）が、
その格差を埋めていると想像される。 
 しかし、現実はそのような均等化は達成されていない可能性がある。筒井他(2005)は、
アンケート調査の結果に基づいて、人々の幸福感が地域によって異なることを見出してい
るが、このことは、人々の厚生水準が地域によって異なることを意味しているかもしれな
い。もしそれが事実だとすると、居住と資金の地域間移動は完全ではない。 
 短期金融市場、債券市場、株式市場においては、日本国内での資金移動は完全であろう。
10しかし、貸出については、借り手の返済リスクに関する情報が重要であり、そのため、
取引が対面で行われる必要があり、したがって、支店が重要であり…という経路を経て、
市場の地域分断が成立する可能性が強い。一県一行主義に基づく金融制度も、支店が地域
的に偏在する理由であるかもしれない。Kano and Tsutsui (2003a,b)は、貸出金利が均等化し
ているかどうかを調べることによって、信用金庫の貸出市場が県別に分断されていること
を見出している。Ishikawa and Tsutsui (2006)は、より長い期間を分析して、地方銀行を含ん
だ場合にも、貸出市場が県別に分断されていることを見出している。このような研究によ
ると、県別の金融市場を前提とすることは是認される。したがって、金融深化仮説と収束
仮説を国内に適用するための前提は、ある程度確保されていると思われる。 
 
2.3  定式化と利用データ 
従属変数： 
従属変数は、県民総生産を県民人口で割った、一人あたりの県民総生産の成長率である。
これは以下のような手順で算出される。11 
実質値化 
経済合理的な主体は物価水準を勘案した実質で考えるであろう。そこで、名目値の県民
総生産を県民人数で割り（NPGDP）、この NPGDP をさらに県の物価指数で割って、一人
あたり実質県民総生産 RPGDP を算出する。本稿では、実質値をデフォールトとし、補助
的に名目値を検討する。 
                                                  
10 しかし、このような金融市場においても、国際的な資金移動は完全でないという、自国バイ
アスが広く知られている。 
11 データの詳しい定義については補論を参照されたい。 
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成長率の計算 
従属変数は、RPGDP の t 年から T 年の成長率である。本稿ではその変数として、２つの
定義を用いる。第１は、t 年から T 年の対数値の差（1 年あたり）である。すなわち、実質
値の場合、 
)log(log1 tT RPGDPRPGDP
tT
−−                 (2) 
である。もう一つは成長率(年率)、 
11
1
−⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ +− −tTt
tT
RPGDP
RPGDPRPGDP
                (3) 
である。よく知られているように、対数値の差は、線形近似すると成長率になる。どちら
の定義も年率を取っているが、その目的は、１つは、近似を正確にするためである。また、
異なる期間の推定結果を比較する便利のためでもある。本稿では成長率をデフォールトと
して採用し、対数の差の結果については補足的に示すこととする。 
 
説明変数： 
貸出と預金 
 金融部門の重要性として、Goldsmith 以来注目されてきたのは、金融仲介ないしは銀行部
門の重要性である。この考えは Stiglitz-Weiss (1981) の均衡信用割り当て理論により、一層
確固としたものになった。もっとも、銀行に注目した考えだけではない。アメリカとイギ
リスは銀行型ではなく、債券や株式が中心の市場型金融であるが、高度な経済発展を遂げ
た。このため、銀行型と市場型のどちらがより経済発展に寄与するかという分析も行われ
ている(Levine, 2002, Beck and Levine, 2002 a, b、岡部, 2007、岡部・光安, 2005)。このような
金融制度や金融法制の違いが経済発展に重要である可能性は否定できないが、日本におい
ては、県が違っても、金融制度や金融法制が違うとは考えられない。 
このような考えに沿って、本稿では、BANK の変数として、銀行貸出（LOAN）をとる。
また、補足的な変数として、預金（DEPO）も検討する。日本の金融では、地方において
は預金が潤沢であるが貸出機会が限定されているという「資金偏在」という現象が知られ
ている（鈴木、1974）ので、両者はかなり違った結果をもたらす可能性がある。 
さらに、5 節では、銀行部門の規模に加えて、パフォーマンスを BANK の変数として採
用する。 
 
全国銀行データ、全金融機関データ 
県別貸出残高と預金残高のデータ(日本銀行『都道府県別経済統計』)として、全国銀行
に関するデータ(以下、全銀データ)と、全国銀行・相互銀行・信用金庫・農業協同組合の
合計データ(以下、全金融機関データ)の両方が利用可能である。本稿では全金融機関デー
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タをデフォールトとし、全銀データを補助的に取り扱う。12 
 
回帰の観測数： 
回帰に用いる観測数は、利用可能な都道府県数である。すなわち、沖縄返還前（t が 1972
年以前）では 46、以後では 47 である。 
 
開始年と終了年： 
開始年の選択は、各国のデータを使って金融深化や収束仮説を検定する場合には、決定
的に重要である。経済が本格的な成長を始めた時点（たとえば産業革命）は国によって大
幅に異なるので、各国の事情を考慮せずに同一の開始年を採用すると、国によっては、産
業革命以前の時期を分析期間に含めたり、低成長期（定常均衡）以降の時期を含めたりし
てしまう可能性がある。しかし、日本の都道府県の比較で、とりわけ、本稿のように戦後
期間を対象とする場合には、初期時点の選択によって、そのような問題が発生する懸念は
ない。したがって、本稿では、全都道府県について同一の開始時点をとる。そして、利用
可能な 1955 年から 5 年毎を初期時点にとり、金融深化や収束仮説がそれぞれの期間でどの
ように変化するかを見る。デフォールトは 1965 年とする。 
 終了年 T については、データが利用可能な直近の 2003 年をとる。 
 
定式化とデータと推定期間による推計の種類 
 本稿の推計は以下の種類についておこなう。太字は、デフォールトの推計である。 
｛実質値、名目値｝、｛対数値の差、成長率｝、｛貸出、預金｝、｛全銀データ、全金融機関デ
ータ｝、｛1955 年、1960 年、1965 年、1970 年、1975 年、1980 年、1985 年、1990 年、1995
年、2000 年｝  
 
3．基本モデルの推定結果 
3.1 変数の記述統計  
表 1 には、デフォールトの変数 3 つと、4 節、5 節で推計に用いる変数の記述統計として、
平均値、標準誤差、最小値、最大値を記載している。 
1965～2003 年の一人あたり実質 GDP の年率の成長率は約 2%～4%であり、最大と最小
の県で約 2 倍の差がある。これに対し、1965 年の一人あたり実質 GDP が最大の県は最小
の県の約 2.6 倍、一人当たり実質貸出、実質預金が最大の県は、それぞれ最小の県の約 11.8
倍、8.6 倍である。 
 
                                                  
12 ただし、1980 年ごろ、相互銀行が第 2 地銀に変換し、全国銀行は第 2 地銀を含むように定義
が変更された。このデータの不連続を防ぐために、「本稿での全国銀行」は、最初から全国銀行
に相互銀行を含むものと定義する。 
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3.2 基本定式化の結果 
(1)式の推定結果は表2に示されている。ここでは、開始年tを1965年に固定し、デフォールト
の定式化と、その定式化から、実質値を名目値に変えた定式化、全金融機関貸出を全国銀
行貸出に変えた定式化、成長率を対数の差に変えた定式化、貸出を預金に変えた定式化、
説明変数のGDPと貸出をレベルから対数値に変えた定式化、の合計6つの定式化に関する結
果を報告している。また、推定においては、5種類の分散不均一性の検定を行なったが、い
ずれの検定においても分散均一の帰無仮説は棄却されなかった。13したがって、本稿では
OLS推定の結果を記載する。14 
 表 2 の左端の列にはデフォールトの推定結果を記載している。デフォールトとは、従属
変数は(3)式で定義される成長率をとり、全ての変数を実質値で定義し、銀行の変数として
は貸出をとり、貸出としては各県に存在する全ての民間金融機関の合計データを用い、説
明変数の一人あたり GDP と貸出は対数をとらない値を用いるというケースである。 
決定係数は 0.60 であり、フィットは良好である。一人あたり銀行貸出の係数は 0.1%水
準で有意に正であるので、1965 年における銀行貸出額はその後の経済成長率にプラスの影
響を及ぼす。つまり、金融部門の大きい都道府県ほどその後の経済成長が大きいという金
融深化仮説(命題 1)が採択される。また、1965 年の一人あたり実質 GDP の係数は 0.1%水準
で有意に負であり、これは収束仮説（命題 2）が採択されることを示している。 
 2 列目には、上記のデフォールトの定式化から、全ての変数を実質値ではなく名目値に
変更した場合の結果を記載している。この場合も、GDP と貸出の両変数とも 0.1%水準で
有意であり、命題１と 2 が採択される。 
 3 列目は、デフォールトの定式化から、貸出の変数を全ての民間金融機関の合計から、
全国銀行の合計に変更した場合の結果を記載している。この結果はデフォールトの結果と
ほとんど同じである。 
 4 列目は、デフォールトの定式化から、従属変数を、(3)式で定義される成長率から(2)式
で定義される対数の差に変更した場合の結果を記載している。この結果はデフォールトの
結果とほとんど同じである。 
5 列目は、デフォールトの定式化から、銀行の変数を、全金融機関の貸出から、全金融
機関の預金に変更した場合の結果を記載している。このとき、預金は 5%水準で有意に正
                                                  
13 クロス・セクションデータのため、データを金融指標の昇順でソートし、サンプルを 2 個に
分割して推計し Goldfeld-Quandt テストを行なった。しかし、このサンプル分割の基準には恣意
性の問題がある。また、複数の要因が分散不均一に影響している可能性を考慮するため、
Breush-Pagan テストを行なった。しかしながら、誤差項が正規分布にしたがわない場合、この
統計量は不安定になることが知られている。そこで、全ての定式化について Jacque-Bera 検定を
行なった。その結果、誤差項が正規分布に従わない定式化もあることが確認されたため、
Breush-Pagan テストに加え、ラグランジュ乗数テスト、White テスト（交差項あり、交差項な
し）を追加的に行なった。同じように、4 節、5 節で推計する定式化においても分散不均一の検
定を行なった。それぞれの推定結果の表には、Goldfeld-Quandt テストの結果を記載する。 
14 White の分散不均一頑健標準誤差（Heteroskedasiticity robust standard error）によっても、基本
的な結論は変わらない。 
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であり、やはり、両命題は採択される。 
右端の列は、デフォールトの定式化から 2 つの説明変数を、対数をとらない水準から対
数値に変更した場合の結果を記載している。このとき、GDP は 0.1%水準で、貸出は 5％水
準で有意であり、両命題は採択される。 
このように、いろいろな変数の定義を用いても、1965 年～2003 年の期間については、金
融深化仮説と収束仮説の両方が支持される。 
 
3.3 地域間所得格差の解消速度 
開始年を 1955 年から 5 年ごとに間隔を取った結果を表 3 に記載している。ここで、開始年
以外は、デフォールトの定式化を採用している。15 
 金融深化仮説の検定は一人あたり貸出額の係数の有意度で判定される。この係数は開始
年が 1955 年から 1970 年までは 5%水準で有意であるが、t=1975 年のときは有意でなくな
る。その後、1995 年までは 5%または 10%水準で有意である。1970 年までは、有意度が高
く、係数も大きかったのが、1980 年から 1990 年には有意度が若干下がり、係数の大きさ
も小さくなっている。16それ以降は、もはや、金融深化仮説は成立していない。 
 収束仮説の検定は、一人あたり GDP の係数の有意度で判定される。この係数は開始年が
1975 年のときに 5%水準で有意である他は、1990 年まで 1% (多くは 0.1%) 水準で有意であ
る。しかし、2000 年~2003 年の期間ではまったく有意でない。 
収束仮説に関する結果の変化は、係数の大きさが減じている点まで、金融深化仮説に関
する結果とかなり並行的であり、次のようにまとめることができる。1975 年以前の「高度
成長」と「人為的低金利政策」で特徴付けられる時期には、収束仮説と金融深化仮説の両
方が成立していた。これに対し、その後の「低成長期」には、とりわけ 1990 年以降の「平
成不況期」には、両仮説の有意性や説明力は低下する。 
次に、収束の速さについてみてみよう。それは、表 3 のβ の大きさで表される。2 県(A,B)
の初期時点 t の所得水準が )(, tA
t
B
t
A yyy > であったとしよう（図 1）。従属変数である成長率
は終点 T の所得 TB
T
A yy , に引いた直線の傾き ),( BA θθ に相当する。17 β が負であることは、
この所得水準格差が減少したことを意味し、β の絶対値が大きいほど、その減少度合いが
大きいと考えられる。表 3 を見ると、1970 年以前には、2%～4.8%という比較的大きな値
をとっているが、1975 年以降は 0.7％程度という小さな値で安定している。この結果は、
収束仮説は支持されるものの、所得格差の縮小速度は、1975 年以降、格段に小さくなった
ことを示唆している。 
                                                  
15 貸出の対数をとった定式化では、より多くの開始年で貸出の係数が有意でない。こうした結
果を生む原因の解明とその評価は将来の課題である。 
16 1975 年は第 1 次オイルショック（1973 年~1974 年）の影響による攪乱のために特殊な結果に
なっている可能性がある。 
17 成長率を複利で定義しているので、正確には指数関数であるが、説明を簡便にするため、直
線としている。 
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この結果は、これまでの知見と整合的であろうか。標準的な成長理論に基づく収束仮説
の文献は、収束仮説を各県が同一の均衡成長経路を歩むと定義し、収束速度として、β と
は若干違った尺度を用いている。18図 2 に示しているように、均衡成長経路は全県で同じ
であり、t 年において県 A の所得が県 B の所得より低いのは、同一経路の初めの方を歩ん
でいるからである。成長経路は凹関数であるので、時間とともに格差は縮小し、無限の先
には同じ定常状態に収束する。 
この枠組みにおいて、収束速度は単位時間に経路をどれだけ進むか（lny の時間微分）
で定義される。収束速度が時間的に一定であると仮定してそれをλと書こう。このλは、
所得の対数の 2 時点の差を初期の所得の対数に回帰した時の係数β~ と、 
tT
e tT
−
−=
−− )(1~ λβ                            （4） 
という関係にある。 
そこで、われわれも、これまでの収束仮説の文献と比較するために、対数の差（2）式を
従属変数として、初期の所得の対数に回帰してみよう。推定式は 
i
Tt
i
t
i
ttT
i
t
i
T uBANKytTeyytT ,)( )log()]/()1[()/log())/(1( ++⋅−−−=⋅− −− γα λ  （5） 
である。 
その結果は表 3 の右の列に示されている。19 β~ の値をみると、1975 年を開始年とする推
定では、それ以前を開始年とする場合の半分程度に落ち込んでいることが分かる。もし、
λが一定であれば、 
( ) ( ) ( )[ ] 011
~
)()(
2 <−−−−−=−∂
∂ −−−− tTtT etTe
tTtT
λλ λβ  0,0 >−>∀ tTλ    (6) 
であり、今 T は固定しているから、開始時点 t が早いほど β~ は小さくなるはずである。表
3 の結果はこの逆であり、λが一定でないことを示唆している。実際、開始年を 1975 年以
前とした場合の収束速度は年率約 2.5％～4％であるのに対し、1975 年以降は 0.9％～1.5％
と、速度が遅くなっている。すなわち、1975 年前後で所得格差の縮小速度が遅くなったと
いう上述の結果は、標準的な収束仮説の定式化による収束速度の推定値によっても確認さ
れる。 
この結果は、標準的な収束仮説で採用されている「収束速度一定」という想定を否定す
る。この結果が正しければ、1975 年前後でサンプルを分けて推定をする方が、適切であろ
う。表 4 には、1955 年から 1975 年と、1975 年から 2003 年にサンプルを分割して、デフォ
                                                  
18 説明を簡便にするため、絶対収束の場合を想定している。本稿の場合には、各県は銀行部門
の影響の分だけ、平行移動した均衡成長経路を歩む。 
19 ただしここでは、一人あたり実質貸出も変数に含めている。また、λの標準偏差を得るため、
非線形推定をしている。 
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ールトの結果と収束速度が計算できる(5)式の結果を示している。β の値は、-0.026 と-0.008
であり、絶対値でみると前半期間の方が所得格差の減少度合いが大きい。収束速度λは、
前半期間には 3.6%であったのが、後半期間には 0.96%に減少している。 
このように、収束速度が遅くなっているという結果は、Barro and Sala-i-Martin (1992,1995)
によっても報告されている。彼らは、われわれと同様、日本の県別データを用いて、収束
速度は 1930-1955 年では 3.8％、1955-1990 年では 2.2％と報告している。したがって、日本
において、最近期間の方が収束速度が遅いという結果はロバストであると思われる。20 
彼らの結果とわれわれの結果を比較し、総合すると、彼らが計測した 1930～1955 年とわ
れわれが計測した 1955 年～1975 年の期間については、収束速度は 3.8%と 3.6%であり、両
期間の収束速度には変化がないとみなすことができよう。一方、Barro and Sala-i-Martin が
1955～1990 年の期間について、2.2％と若干低い収束速度を見いだしているのに対し、われ
われの結果は、収束速度が変化した年は 1975 年であり、1975 年以降の期間については、
収束速度は 1%程度であることを示している。われわれの結果によれば、Barro and 
Sala-i-Martin は、1955～1975 年と 1975 年～1990 年という 2 つの異質な期間を一緒にして
推定しており、このために、1975 年以前の期間の収束速度 3.6%と 1975 年以降の 1%の中
間の値を得たのだと考えられる。 
最後に、2000 年～2003 年の期間の結果の解釈について、注意すべき点を述べる。始点を
最近にとった分析では、分析対象が最近期間になるだけではなく、分析期間が短くなるこ
とにも注意しなければならない。期間が短ければ、各県の成長幅が小さく、したがって、
成長率データがノイジーになるために、収束仮説を表す係数が有意でなくなる可能性が考
えられる。このような可能性をチェックするために、われわれは、分析期間を 3 年間に固
定して、始点を 1955 年から 2000 年まで 1 年ずつずらして(1)式を推定した。その結果は、
全 46 回帰のうち、有意水準 10％で一人あたり GDP の係数が有意であったのは 19 回帰に
過ぎなかった。したがって、2000 年から 2003 年の期間をとったとき、一人あたり GDP の
係数が有意でないのは、最近期間であるからでなく、分析対象期間が短いためである可能
性がある。 
 
4. 分析の拡張：経済成長を規定する諸要因 
4.1 分析の枠組み 
都道府県ごとの違いを考慮して、経済成長を規定する諸要因 niX , を(1)式に追加した、 
     i
t
i
t
i
t
i
Tt
i XBANKGDPGGDP εδγβα ++++=,           （7） 
                                                  
20 塩路（2000）は、動学パネルの手法を用いて、所得水準の低い県に相対的に多い社会資本が
蓄積されると収束速度を押し上げる可能性があることを示し、1955 年から 1995 年の期間で 9％
前後の収束速度を報告している。 
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を推定しよう。この推定の目的は、前節で支持された、金融深化仮説 0>γ と収束仮説
0<β の 2 つの命題の頑健性をチェックすることである。もう一つの目的は、 tiX のおのお
のの変数について、アドホックな仮説を立て、その仮説が妥当かどうかを明らかにするこ
とである。県内生産を左右するその他の要因 tiX としては、以下のものを採用する。 
 
人口成長 
第 1 に、県内人口成長率である。国際比較の収束仮説においては、多くの場合国際的な
人口移動は小さいので、人口成長は自然増加を意味する。この人口自然成長率は理論的に
経済成長率を決定する要因であるために採用される。しかし、日本国内において、人口自
然成長率が県ごとに大きな違いがあるとは考えにくい。県の人口成長率はむしろ県内外の
人口流出入を表していると考えられる。例えば、1984 年から 1994 年において埼玉県の人
口成長率は 15.4％であったのに対し、秋田県は-3.3％であった。それぞれの県において、
この期間の人口移動（他県からの人口流入－他県への人口流出）を調べてみると、埼玉県
が約 60 万人の人口流入があったのに対し、秋田県は年平均約 5600 人が他県へと移動し約
6 万人の人口流出が見られた。すなわち、人口成長率が高い県とは県外からの人口流入が
県外への人口流出を上回る県である。 
相対的に所得が高い県に人口流入が生じると考えられる。そして、人口流入が多かった
県ほど、より所得の低い人が流入するために県の平均所得は当初より低くなる。この調整
の結果、他の事情を一定にして、人口流入が多かった県ほど経済成長率は低くなると予想
される。逆に、相対的に所得が低い県は、人口が流出するので人口成長率は低くなる。し
かし、人口流出は、直接的には、平均所得を引き上げるような効果はないので、経済成長
率には影響しない。したがって、計測期間の人口成長率は経済成長率に負の影響をもつが、
人口成長率が十分小さくなると、その影響は０に近くなる。つまり、人口成長率の影響は、
負で逓減的である。 
この推論に基づいて、回帰式には、人口成長率とともに、人口成長率が正の県について
は０を代入した「負の人口成長率」の変数を加えた式も推定する。「負の人口成長率」の係
数の符号は正であることが予想される。 
 
教育 
 経済成長理論における一つの大きな流れとして、生産要素として物的資本だけではなく
人的資本の蓄積も重要だという認識が挙げられる（Lucas, 1988）。Mankiw et al.（1992）は
従来のソロー・モデルを拡張し人的資本が経済成長に及ぼす影響を明示的に取り入れたモ
デルを構築し、経済成長が初期の人的資本の投資率と正の相関を持つことを明らかにした。
そこで本稿でも、人的資本を考慮し、初等・中等・高等教育修了者を労働人口で割り、そ
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れを基準化するために、さらに、「初等+中等+高等教育修了者の割合の合計」で割って、
初等教育修了者比率と高等教育修了者比率を算出した。初等教育修了者比率は負、高等教
育修了者比率の係数は正の符号が期待される。21 
 
生産関数 
戦後、日本は目覚ましい経済成長を遂げた。それに伴い産業構造に大きな変化が起こっ
たことは周知のとおりである。1960 年、就業者の約 47％が第一次産業に従事していたのが、
2000 年には約 7％を占めるにすぎない。本稿では、このような産業構造の変化を生産関数
の技術進歩と捉えることとし、次のように考える。 
 第 1 次産業は、第 2 次産業に比べて技術革新が少なく、経済成長への寄与が少ないと考
えられる。したがって、t 年の第 2 次産業構成比が大きい県は、①その後の t～T 年の平均
の第 2 次産業構成比が大きい可能性があるので、経済成長率が高い、また、②その後の t
～T 年の第 2 次産業構成比が大きくなる余地が小さいので、経済成長率が低いという 2 つ
の対立した影響をもつ。したがって、t 年の第 2 次産業構成比の係数の先験的な符号は不
明である。この変数の代わりに、t～T 年の平均の第 2 次産業構成比と第 2 次産業構成比の
t～T 年の成長率の 2 変数を用いれば、それぞれ①,②の経路を表すので、両者とも正の係数
が予想される。 
 
気象条件 
 第 4 に、各県の年間平均気温、年間晴天日数、年間降水量、最深積雪の 4 つ気象条件を
考慮する。日本の場合は、気象条件は、産業立地というよりも、人々が居住するのに快適
であるかどうかに影響すると考えよう。すると、日本の気候において、年間晴天日数が多
いほど、最深積雪が小さいほど、居住地に適していると考えるのは自然であろう。年間降
水量の影響については、先験的には明らかでない。年間平均気温については、高、中、低、
の 3 段階に分割すると、中程度がもっとも居住地に適していると考えよう。これらの気象
条件は相互に依存している可能性があるので、それぞれ別に説明変数として追加すること
とする。 
 
地方交付税・公共投資 
第 5 に、政府･公共部門の介入を考える。本稿では、この点を、各県の地方交付税と公共
事業費についてそれぞれ t 年から T 年の平均値を採用する。 
地方交付税とは、国が、地域間の財政力格差の是正と一定水準の行政サービスを維持す
るための財源保障を目的として、各地方公共団体に配分する交付金のことである。したが
って、もし、この政策目的が達成されていれば、係数は正であるはずである。さもなけれ
                                                  
21 中等教育比率を含めると、初等教育比率、高等教育比率と一次従属の関係があるので、除外
している。 
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ば、政策目的が達成されていない可能性がある。公共事業費についても、たとえば全国総
合開発計画に見られるように、政府は国土の開発計画を策定して取り組んできた。この結
果、もし、公共事業が当初の目的を達成していれば、経済格差が是正されているはずであ
る。政策効果の有効性を、これらの係数が有意に正であるかどうかで調べることとする。 
 
記述統計 
 以上の追加する説明変数の記述統計が、表 1 の 2 番目のパネルに示されている。1965～
2003 年の人口成長率（年率）は、最大と最小の県で約 7 倍の開きがある。初等教育修了者
比率の平均は 73.4％であるのに対し、高等教育修了者比率はわずか 5％に満たない。都道
府県でみると、最大値と最小値で、それぞれ初等教育が約 1.6 倍、高等教育が約 5.3 倍の差
がある。第 2 次産業構成比の成長率をみると、最大の県が約 120％なのに対し、最小の県
は約-50％である。気象条件をみると、年間平均気温と年間降水量は最大でおよそ 2～3 倍
の開きがあり、年間晴天日数は約 4 倍の差がある。表に記載されている一人あたり実質地
方交付税の最小値は東京都、最大値は島根県である。東京に次ぐ 2 番目に小さい県は愛知
県で、愛知県と島根県でも約 22 倍の開きがある。一人あたり実質公共事業費は、最大の県
と最小の県でおよそ 4 倍の差がある。 
 
4.2 推定結果 
デフォールトの定式化（実質値、成長率、貸出、全金融機関データ）に上記で述べた変数
を追加した（7）式の推定結果を表 5 に示す。22追加的な変数を加えても、開始年（1965
年）の GDP は 0.1%水準で有意に負であり、貸出も 5％または 10%水準以下で有意に正で
ある。したがって、金融深化仮説と収束仮説はどちらも、成立することが確認される 
 人口成長率は予想通り 10％水準で有意に負である。負の値だけを用いた人口成長率の変
数は予想通り正になっているが、有意ではない。 
 学歴の変数は、初等教育修了者比率、高等教育修了者比率の2つを同時に用いて推定した。
予想通り、初等教育修了者比率の変数は負に、高等教育修了者比率の変数は正になる傾向
があるが、いずれも有意でなかった。しかし、これら2つの変数には負の相関があると考え
られ、負の相関が高いために独自の影響がともに有意でなくなっている可能性がある。実
際、これらの相関係数をみると、約-0.9と非常に高い負の相関を持っていた。そこで、初等、
高等教育修了者比率をそれぞれ個別に推定したが、やはりこれらの係数は有意ではなかっ
た。人的資本が極めて不十分な開発途上国において教育投資を行なう場合には教育投資の
効果の差は大きいが、日本のような基礎教育が確立した経済において教育投資を行なう場
合には、その後の経済成長にもたらされる影響は小さいのかもしれない。あるいは、日本
国内での教育格差が小さいからかもしれない。 
 第 2 次産業構成比変化率は、予想通り、5%水準で有意に正である。また、第 2 次産業構
                                                  
22 デフォールト以外の定式化を採用した場合も、推定結果はほとんど変わらなかった。 
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成比の平均値も 0.1%水準で有意に正である。この表には結果を示していないが、これらの
2 変数の代わりに、1960 年の第 2 次産業構成比を用いた場合、その係数は 10%水準で有意
でない。その係数は負であり、先に論じた 2 つの経路のうち、②の方が強かったと解釈可
能である。 
 気象条件の内、晴天日数は予想通り 5%水準で有意に正である。表には示していないが、
降雨量と平均気温は有意でなかった。また、最深積雪量は予想外に有意に正であった。こ
の最後の結果の解釈は今後の課題である。 
 地方交付税は有意に負であった。この結果は予想外のものである。地方交付税は、経済
状態が悪いところに多く支出されるであろうから、内生性の問題を免れていない可能性が
ある。この可能性を考慮して、1960～1996 年のパネルデータを用いて、地方交付税を前年
から 3 年前までの GDP に回帰して、その残差を変数として用いて推定した。しかし、その
結果はやはり有意に負であった。これに対し、公共事業費の変数は 5％水準で有意に正で
あった。この 2 つの結果は、地域間格差を解消するために、国土開発計画の政策（公共事
業費）は有効に働いていたが、地方交付税という政策は有効に機能していなかったことを
示唆している。 
 
5  金融部門のパフォーマンス評価  
5.1 分析の枠組み 
3 節では、金融部門を代表する変数として貸出と預金の 2 変数を採用し、「金融深化仮説」
が日本の地域の経済発展についても成立することを示した。しかし、金融深化の本来の趣
旨は、単に金融部門の規模だけでなく、パフォーマンスが良いほど経済成長に寄与すると
いう仮説であるはずである。国際的な金融深化の研究においては、適切なパフォーマンス
の尺度を得ることが困難であるために、多くの研究が金融部門の規模だけを検討してきた
のであろう。 
 そこで、本稿では、3 節で採用した金融部門の規模に加えてパフォーマンスを考慮した
場合、金融深化仮説が成立するかどうかを検討する。パフォーマンス（PERF）の尺度とし
て、①経費率（EXPEN） ②非効率性（EFFIC） ③市場集中度（CONC）の 3 つを考え、
基本方程式（1）式にパフォーマンス（PERF）を追加した 
i
t
i
t
i
t
i
Tt
i PERFBANKGDPGGDP εκγβα ++++=, ,      (8)    
CONCEFFICEXPENPERFIi ,,,,...,1 ==         
を推定して、係数 κγβ ,, の符号を検定する。 
 
経費率 
銀行のパフォーマンスの尺度として、単位産出量あたりの営業経費で定義される「経費
率（EXPEN）」をとるのは自然であろう。ここでは、3 節の分析と整合的に、銀行の産出量
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として貸出残高をとり、1955 年の全国銀行と相互銀行の財務データから、その県に存在す
る全国銀行と相互銀行の営業経費の合計を、その県の全国銀行と相互銀行の貸出残高合計
で割って算出する。23経費率が小さい銀行はより経営効率的であり、経営効率的な銀行が
企業により良いサービスを与えるならば、実体経済の成長を促すであろう。このような経
路が作用するならば、経費率 EXPEN の係数は負であると予想される。 
  
非効率性 
1980 年代から、銀行の非効率性の推定にいろいろな計量経済学的方法が開発され、利用
されるようになった（堀、1998）。本稿では、そのうち、確率的フロンティア費用関数によ
って、非効率性の大きさを推定しよう。 
具体的には、県ごとのデータでトランスログ型費用関数 
( ) tititititi uvLNLaLNLaaLNC ++++= 2210   2,1,,...1 == tIi  （9） 
を推定する。24ここで、LNC は営業経費の対数値、 ∑
=
−≡
I
i
t
i
t
i
t
i LNLI
LNLLNL
1
)1( は貸出残
高の対数値（全県のサンプル平均値からの乖離）、v は通常の誤差項、u は非効率性の大き
さを表す非負の誤差項である。本稿では、u が切断正規分布であると仮定する (Stevenson, 
1980, Battesse and Coelli, 1995)。25非効率性(EFFIC)は )exp(u で定義する。 
 
市場集中度 
銀行部門のパフォーマンスのもう一つの尺度として、市場集中度をとる。市場集中度は
銀行部門の産業組織分析において、最も重要な変数であり、寡占が好ましくない市場成果
をもたらすという「市場構造成果仮説」は多くの研究によって検討されてきた（Gilbert, 1984, 
Freixas and Rochet, 1997)。「市場構造成果仮説」は、市場集中度（CONC）が高いほど経済
成長をより抑制すると考えるので、κに予想される符号は負である。しかし、「効率性仮説」
に従えば、高い市場集中度は銀行の高い効率性の結果もたらされるので、CONC の係数は
正であると予想される（Demsetz, 1973）。 
 ここでは、各県の市場が全国銀行と相互銀行から構成されるとの想定で、1955 年度の貸
出残高を用いてハーフィンダール指数(CONC)を算出する。 
 
5.2 推定結果 
非効率性算出のための(9)式の推定結果を表 6 に示す。貸出の 1 次の項は有意に正であり、
                                                  
23 当時の銀行は半期決算であったので、上半期と下半期の経費率を平均した値を用いた。 
24 1955 年における全国銀行と相互銀行は半期決算であったので、2 期間のパネルデータとして
推計した(Coelli, 1996)。 
25 u を半正規分布と仮定した場合も同じような結果が得られた。 
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1 より小さい。貸出の 2 次の項が有意に正であるので、費用関数は逓増的である。費用関
数の規模の弾力性は 0.89 であり、サンプルの平均値で評価するとかなり大きな規模の経済
性が見られる。 
 経費率、非効率性、市場集中度の記述統計が、表 1 の 1 番下のパネルに示されている。
経費率が最大の県は最小の県の約 2.3 倍である。非効率性、市場集中度はそれぞれ最大と
最小の県で約 2.1 倍、約 1.5 倍の差がある。 
これらの変数の相関係数を表 7 に示す。経費率と非効率性の相関はほぼ 0.9 である。市
場集中度は、弱いながら、これらと負の相関がある。すなわち、集中度が高いほど経費率
や非効率性が小さい。この事実は、市場構造成果仮説より効率性仮説の想定と整合的であ
る。 
期間を 1965 年から 2003 年にとったときの、(8)式の推定結果を表 8 に示す。この推定の
定式化は、表 2 のデフォールトと同じである。1965 年の県民一人あたり GDP は 0.1%水準
で有意に負であり、「収束仮説」が成立することを示している。パフォーマンスの尺度を追
加しても、規模を表す県民一人あたり貸出額も 1％水準で有意に正であり、銀行部門の変
数として規模（貸出）をとった場合の金融深化仮説がここでも確認できる。 
経費率、非効率性、市場集中度はいずれも 10％水準で有意ではない。すなわち、ここで
はパフォーマンスを表す 3 つの変数の経済成長に与える影響は明確に確認できない。26そ
こで、(9)式を全国銀行と相互銀行を合わせた 157 銀行で推定し、銀行ごとの非効率性を求
め、それらを県ごとに合計して非効率性を算出し分析を試みたが、パフォーマンスが良い
ほど経済成長に寄与するという結果は導かれなかった。 
 経費率や非効率性の抑制が経済成長を促進しないという結果を、どのように理解すべき
であろうか。高度成長期においては、人為的低金利政策によって銀行には多大な利潤が蓄
積されたが、それは有効に使われなかったと考えられる（筒井, 2006）。すなわち、高度成
長期においては、もっとも効率性の低い銀行が倒産しないように競争を制約する「護送船
団方式」の金融行政が行われており、銀行のパフォーマンスの違いがその後のパフォーマ
ンスにつながっていかなかったのである。そのため、効率性で測った銀行パフォーマンス
の違いは、さほど、地域の発展に影響しなかったのだと考えられる。 
筒井他 (2006)は、1974 年から 2001 年度の都市銀行を対象として、「効率性仮説」が成
立することを示唆している。しかし、地方銀行や相互銀行を分析対象として、効率性仮説
を検定した文献は（筆者らの知る限り）存在しない。本稿の結果は、地域金融市場におい
ては、市場構造成果仮説と効率性仮説のいずれも支持されないということを示唆している。
しかし、この結果を確かなものとするには、さらなる研究の蓄積が必要である。 
 
                                                  
26 推定期間を 1955～2003 年とした場合も結果はほとんど同じであった。また、3.3 節の議論に
沿って、1955 年～75 年の期間についても推定したが、経費率、非効率性、市場集中度の変数は、
やはり有意でなかった。 
  17
6. 結論 
本論文は日本の地域経済において、「銀行部門の発達が経済発展に資する」という金融深化
仮説と「経済水準の地域格差は次第に解消されていく」という収束仮説が成立するかどう
かを実証的に検討した。 
1965 年から 2003 年の期間の一人あたり GDP 成長率を 1965 年の経済成長と一人あたり
貸出額に回帰した結果、両仮説とも成立することが示された。これは、いろいろな定式化
について成立するロバストな結果である。さらに、1955 年から 5 年ごとに始点の間隔をと
り同様の推定をしたところ、始点を高度成長期にとったケースでは両仮説とも採択される
が、1975 年以降の低成長期にとると、有意度が低下し、係数も小さくなることが見出され
た。とりわけ、始点を 2000 年にとったときは、両仮説とも成立しない。 
次に、始点を 1965 年にとって、経済成長に影響する変数を追加した。その結果、人口成
長率、第 2 次産業構成比の変化率と平均値、晴天日数が、予想する方向で経済成長に影響
したことが見出された。しかし、人的資本の代理変数である教育は有意でなかった。また、
政策的介入を表す地方交付税は予想とは逆に経済成長を引き下げるのに対し、公共事業費
は地域格差を是正する政策として有効であったことが示唆された。 
さらに、銀行部門の規模だけでなく、パフォーマンスを表す、銀行の経費率、非効率性、
市場集中度が経済成長にどのような影響を与えたかを検討した。どの変数も経済発展に明
確な影響を与えたという結果は得られなかった。この結果は、銀行部門の大きさは重要で
あったが、パフォーマンスは重要ではなかったことを示唆している。 
1955 年から 1990 年ごろまで収束仮説が成立していることは、東京一極集中や地方の過
疎問題にもかかわらず、日本経済は、少なくとも長期的には、地域格差を縮小させてきた
ことを示している。実際、県別所得のジニ係数を計算すると、1957 年には 0.11 であったの
が、1993 年には 0.07 に縮小している。 
「始点を 2000 年にとったとき、収束仮説が成立しない」という結果は、単に、分析期間
が短いために有意な結果が得られなかった可能性がある。たとえそうであっても、この結
果は、2000 年から 2003 年の期間では、所得の地域格差が縮小しなかったことを意味して
いる。実際、ジニ係数は、1995 年には 0.084、2000 年には 0.081、2003 年には 0.081 となっ
ている。それでも、地域格差が拡大しているわけではないが、この結果は、近年「地域格
差が拡大している」と主張されるようになったことと整合的である。 
「始点を 2000 年にとったとき、収束仮説が成立しない」という結果が、日本経済が定常
均衡に近づき生活程度の地域間格差が、（環境要因まで考慮すれば）、解消したからなのか、
平成不況のために、一時的に成長経路が攪乱しているからなのか、巷間主張されるように、
小泉政権の市場競争重視政策のためなのかを明らかにすることは、興味深い将来の課題で
ある。 
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補論 変数の定義とデータの出所 
変数の定義とデータの出所は以下の通りである。 
（ⅰ）地域差物価指数 
 『消費者物価指数年報』（総理府統計局（現 総務省統計局））による。戦前基準の東京
都消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）と消費者物価指数地域格差指数を掛け合
わせることにより毎年の地域物価指数を算出した。ただし、1955～69 年は小売物価地域差
指数を用いている。 
（ⅱ）県内総生産額（単位；千円） 
『県民経済年報』（内閣府）による。しかしながら、基準年の改訂によりデータに断層が
あるため、川崎（2006）に従って、以下のようなデータ接続を行なった。68SNA 基準と 93SNA
基準の重複期間（1990～99 年）のデータを利用し、 
93SNA 基準値 ti ＝β×63SNA 基準値
t
i +
t
iε                       （A1） 
をパネル推定した。68SNA 基準のデータにβを掛けて 93SNA 基準のデータとした。この
回帰の決定係数は 0.997 であり、βは 0.993（t-値；533）とほぼ 1 であるため、基準年の変
更によるデータへの大きな差は見られない。実際、両方の基準のデータをプロットしても、
それらはほぼ重なっている。 
（ⅲ）一人あたり貸出残高（ tiPLOAN ）と預金残高（
t
iPDEPO ）（単位；千円） 
 『都道府県別経済統計』（日本銀行統計局）に掲載されている名目の銀行貸出残高、預金
残高を、県民人口で割ることにより一人あたり貸出・預金残高を算出した。銀行貸出残高
と預金残高は各年度 3 月末時点のストックデータである。そこで、以下のような 2 期間の
平均を取るようにデータ加工を施した。 
BANK ti = (BANK
t
i +BANK
1−t
i )/2                                         （A2） 
（ⅳ）県民人口 
 『国勢調査』（総務省）による。ただし、2003 年に関しては、『人口推計年報』（総務省
統計局）が平成 17 年国勢調査結果に基づき補間補正を行なったデータである。推定に用い
た県内人口成長率は、1965 年から 2003 年の成長率（年率）を採用している。 
（ⅴ）気象条件 
 気象条件として、年間平均気温、年間晴天日数、年間降水量、最深積雪の4つの指標を用
いる（『日本統計年鑑』、総理府統計局）。これらのデータは、都道府県庁所在地にある気象
官署に基づいている。年間平均気温は、平成13年以降も昭和46年から平成12年までの都道
府県別年平均気温が記載されているため、これを採用している。年間晴天日数とは、1960
年から2003年における各年の晴天日数を365日で割り、それらを単純平均することにより算
出している。年間降水量は1960年から2003年までの平均値、最深積雪は1968年から2003年
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までの平均値を用いている。 
（ⅵ）教育（修了者比率） 
 『国勢調査』（総務省）による。昭和 35 年から 10 年毎に都道府県別の最終学歴別人口が
公表されている。最終学歴が、小学、高等小学、新中学、青学である者を初等教育修了者、
旧中学、高等学である者を中等教育修了者、短大、高専、大学、大学院である者を高等教
育修了者とし、それらを 15 歳以上の人口（労働人口）で割ることにより修了者の割合を算
出している。初等教育修了者比率は、初等教育修了者の割合を、「初等+中等+高等教育修
了者の割合の合計」で割ることにより、初等教育修了者比率を算出した。高等教育修了者
比率も同様に算出している。 
（ⅶ）産業構成比（就業者） 
 『日本統計年鑑』（総理府統計局）による。1960年と2000年における第1次、第2次、第3
次産業就業者数を全産業者数で割ることにより産業構成比をそれぞれ算出し、1960年～
2000年の成長率と平均値を計算している。産業分類改定により2002年以前とそれ以後のデ
ータは接続していないため、2000年を用いている。 
（ⅷ）一人あたり地方交付税（単位；千円） 
 『地方財務統計年報』（自治省（総務省自治財政局））による。1960 年と 2003 年の名目
の地方交付税・地方譲与税等の総額を各年の県民人口で割ることにより一人あたり地方交
付税を算出し、上記の地域差物価指数で実質化している。推定には、1960 年～2003 年の平
均値を採用している。 
（ⅸ）一人あたり公共事業費（単位；千円） 
 『建設工事施工統計』（建設省（国土交通省））による。1960年と2003年の総合工事業・
職別工事業・設備工事業の公共発注工事費の名目総額を各年の県民人口で割ることにより
一人あたり公共事業費を産出し、上記の地域差物価指数で実質化している。推定には、1960
年～2003年の平均値を採用している。 
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表１ 分析に用いる変数の記述統計  
(1)式の推計に用いる変数 
 平均 標準誤差 最小値 最大値 
1965～2003 年の一人あたり 
実質 GDP の成長率(%) 
3.14 0.421 1.95 3.81 
1965 年の一人あたり実質 GDPa 0.675 0.153 0.450 1.172 
1965 年の一人あたり実質貸出 a 0.321 0.256 0.135 1.599 
1965 年の一人あたり実質預金 a 0.419 0.236 0.177 1.526 
 
(7)式の推計に用いる変数 
    
人口成長率 b 0.46 0.579 0.33 2.25 
修了者比率（初等）c 73.4 6.35 52.1 81.3 
修了者比率（高等）c  4.39 1.97 2.58 13.63 
第 2 次産業構成比の成長率 d  34.3 41.665 -47.7 119.3 
第 2 次産業構成比の平均値 d 27.7 5.544 18.1 40.5 
年間平均気温 e 14.372 2.142 6.95 17.6 
年間晴天日数ｆ 0.108 0.038 0.048 0.191 
年間降水量 g 1607 436.2 938 2593 
最深積雪 h 19.335 24.616 0.333 116 
一人あたり実質地方交付税 i 0.046 0.027 0.00004 0.094 
一人あたり実質公共事業費 i 0.071 0.020 0.031 0.136 
 
(7)式の推計に用いる変数 
    
経費率 0.0303 0.0058 0.0192 0.0446 
非効率性 1.506 0.260 1.061 2.272 
ハーフィンダール指数 0.643 0.219 0.655 1.000 
注：a. 1965年の一人あたり名目額（千円）と地域差物価指数を用いて算出。 
b. 1965－2003年における年率の成長率。 
c. 1960年の数値。 
d. 1960と2000年のものから算出。 
e. 1961年から1990年までの各年数値の平均値。 
f. 1960年から2003年までの各年数値から算出。 
g. 1960年から2003年までの各年数値の平均値。 
h. 1968年から2003年までの各年数値の平均値。 
i. 1965年と2003年の一人あたり名目額（千円）を地域差物価指数を用いて実質化し平均値を
算出。
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表2 基本定式化(1)式の推定結果 
 
ﾃﾞﾌｫｰﾙﾄ 名目値 全銀データ 対数の差 預金 対数 
推定値 推定値 推定値 推定値 推定値 推定値 
(p-値) (p-値) (p-値) (p-値) (p-値) (p-値) 
定数 
0.050  0.089  0.050  0.049  0.050  0.027  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) ***
1965 年の 
一人あたり GDP 
-0.032  -0.081  -0.032  -0.031  -0.034  -0.021  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) ***
1965 年の 
一人あたり貸出 
0.010  0.028  0.011  0.010  
 
0.003  
(0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.000) *** (0.044)** 
1965 年の 
一人あたり預金 
    
0.012  
 
(0.002) ** 
決定係数 0.60  0.63  0.61  0.60  0.58  0.55  
Goldfeld-Quandt 
検定 
0.72 0.62 0.72 0.73 0.67 0.73 
F 値 32.9*** 37.0*** 33.4*** 32.9*** 29.4*** 25.9*** 
注：*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。 
  「デフォールト」は、実質値、成長率、貸出、全金融機関データ。 
「名目値」は、名目率、成長率、貸出、全金融機関データ。 
「全銀データ」は実質値、成長率、貸出、全銀データ。 
「対数の差」は、実質値、対数の差、貸出、全金融機関データ。 
「預金」は、実質値、成長率、預金、全金融機関データ。 
「対数」は、実質値、成長率、2 つの説明変数（貸出、GDP）を対数値に変更、全金融機
関データ。 
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表 3 期間別の推定結果 
 定数項 
一人あたり
実質 GDP
一人あたり
実質貸出 
決定係数 F 値 観測数 収束速度
一人あたり実質
GDP の対数値 
一人あたり
実質貸出
推定期間① 0.055 -0.048 0.011 
0.54 25.2*** 46 
0.025 -0.014  0.007  
(1955～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.047)*** (0.003)*** (0.000)*** (0.118) 
推定期間② 0.053 -0.040 0.013 
0.65 40.6*** 46 
0.031 -0.017  0.008  
(1960～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.006)** (0.001)*** (0.000)*** (0.042)** 
推定期間③ 0.050 -0.032 0.010 
0.60 32.9*** 46 
0.038 -0.020  0.007  
(1965～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.003)*** (0.000)*** (0.006)***
推定期間④ 0.039 -0.020 0.007 
0.59 30.4*** 45 
0.034 -0.020  0.005  
(1970～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.005)***
推定期間⑤ 0.026 -0.007 0.002 
0.14 3.4** 46 
0.010 -0.008  0.001  
(1975～2003） (0.000)*** (0.019)** （0.172） (0.028)** (0.013)** (0.220) 
推定期間⑥ 0.026 -0.007 0.002 
0.22 6.1*** 46 
0.012 -0.010  0.002  
(1980～2003） (0.000)*** (0.001)*** (0.038)** (0.003)*** (0.001)*** (0.063)* 
推定期間⑦ 0.027 -0.008 0.002 
0.30 9.4*** 47 
0.015 -0.013  0.001  
(1985～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.052)* (0.001)*** (0.000)*** （0.131） 
推定期間⑧ 0.019 -0.009 0.001 
0.34 11.5*** 47 
0.021 -0.018  0.001  
(1990～2003） (0.000)*** (0.000)*** (0.075)* (0.000)*** (0.000)*** (0.193) 
推定期間⑨ 0.009 -0.006 0.001 
0.10 2.3 47 
0.015 -0.014 0.001 
(1995～2003） (0.101) (0.037)** (0.108) (0.032)** (0.024)** (0.122) 
推定期間⑩ 0.008 -0.006 0.002 
0.04 0.9 47 
0.012 -0.012  0.002  
(2000～2003) （0.422） （0.247） （0.206） (0.272) (0.263) (0.235) 
注：従属変数は各推定期間の一人あたり実質 GDP 成長率(年率)。*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。推定期間④、⑤、
⑥において、山梨県の相互銀行貸出データが欠値のためサンプルから排除した。推定期間⑤以降は沖縄のデータを含む。デフォールトの定式化
（実質値、成長率、貸出、全金融機関データ）を採用。 
  収束速度は、(5)式を非線形最小二乗推定して標準偏差を求めている。定数項は紙幅を省略するため記載していない。
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表 4 高度成長期と低成長期の収束速度 
 デフォールト (5)式の推定結果 
  定数項 
一人あたり
実質 GDP
一人あたり
実質貸出
決定係数 F 値 観測数 定数項 
一人あたり実質
GDP の対数値 
一人あたり
実質貸出 
収束速度 
推定期間 0.101 -0.092 0.022 
0.57  28.4 46 
0.040  -0.026  0.011  0.0362  
(1955～1975）
(0.000)*** (0.000)*** (0.039)** (0.000)**
* 
(0.000)*** (0.177) (0.000)*** 
推定期間 0.026 -0.007 0.002 
0.15 3.9** 46 
0.019  -0.008  0.001  0.0096 
(1975～2003） (0.000)*** (0.019)** （0.172） 
(0.000)**
* 
(0.013)** (0.220) （0.028）** 
注：従属変数は各推定期間の一人あたり実質 GDP 成長率(年率)。*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。推定期間（1955
～1975）の観測数は沖縄を除いた 46 都道府県。推定期間（1975～2003）年は山梨県を除き、沖縄を含んだ 46 都道府県。（実質値、対数の差、
一人あたり GDP の対数値、貸出、全金融機関データ）を採用。 
  (5)式の決定係数と F 値はデフォールトの結果とほぼ同じである。ここでは、紙幅を省略するため記載していない。 
  収束速度は、非線形最小二乗法により推定している。 
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表 5 拡張モデル(7)式の推定結果 
 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
定数 
0.040 0.046 0.036 
(0.001)*** (0.000)*** (0.000)***
1965 年の一人あたり実質 GDP 
-0.029 -0.029 -0.028 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)***
1965 年の一人あたり実質貸出 
0.005 0.006 0.005 
(0.090)* (0.022)** (0.091)* 
人口成長率 
-0.184 -0.150 -0.200 
(0.079)* （0.107） (0.043)**
人口成長率(負値のみ) 
0.927 0.854 0.943 
(0.120) (0.143) (0.109) 
第 2 次産業平均値 
0.007 0.007 0.007 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)***
第 2 次産業成長率 
0.024 0.023 0.023 
(0.026)** (0.032)** (0.028)**
修了者比率（初等） 
-0.006 -0.012  
(0.630) (0.225)  
修了者比率（高等） 
0.033  0.046 
(0.450)  (0.177) 
晴天日数 
0.021 0.021 0.020 
(0.036)** (0.030)** (0.038)**
地方交付税 
-0.094 -0.094 -0.094 
(0.015)** (0.014)** (0.014)**
公共事業費 
0.083 0.085 0.078 
(0.012)** (0.010)*** (0.012)**
決定係数 0.82 0.82 0.82 
Goldfeld-Quandt 検定 0.83 0.98 1.02 
F 値 14.1*** 15.61*** 15.8*** 
観測数 46 46 46 
注：従属変数=成長率(3 式)。*は 10％、**は 5％、***は 1％で有意を表わす。カッコ内は p-値。 
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表 6 費用関数(9)式の推定結果 
 切断正規分布 
変数 推定値 (p-値) 
定数 12.88 (0.000)***
LNL  0.886 (0.000)***
2)(LNL  0.038 (0.025)**
2σ  0.048 (0.004)***
γ  0.759 (0.000)***
μ  0.382 (0.015)**
対数尤度 31.384 
観測数 92 
注： 2σ は v の分散とu の分散の和、γ はu の分散／ 2σ 、μ は切断する前の正規分布の期待値。 
*は10％、**は5％、***は1％で有意を表わす。 
 
 
 
表 7 経費率、非効率性、市場集中度の相関係数 
 非効率性 経費率
経費率 0.918 1 
市場集中度 -0.334 -0.292 
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表 8 銀行のパフォーマンスと経済成長：(8)式の推定結果 
 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
推定値 
(p-値) 
定数 
0.048 0.050 0.049 0.047 0.049 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** 
1965 年の一人あたり
実質 GDP 
-0.033 -0.032 -0.033 -0.034 -0.033 
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** 
1965 年の一人あたり
実質貸出 
0.010 0.010 0.011 0.012 0.011 
(0.000)*** (0.001)** (0.000)*** (0.004)*** (0.005)*** 
経費率 
0.065   0.088  
(0.361)   (0.267)  
非効率性 
 0.0001   7.14E-05 
 (0.970)   (0.836) 
市場集中度 
  0.001 0.002 0.001 
  (0.562) (0.357) (0.543) 
決定係数 0.61 0.61 0.61 0.62 0.61 
Goldfeld-Quandt 検定 0.68 0.71 0.67 0.60 0.65 
Ｆ値 22.1*** 21.4*** 21.7*** 16.79*** 15.92*** 
観測数 46 46 46 46 46 
注：推定の定式化は、表 2 のデフォールトと同じである。従属変数は(3)式で表される一人あた
り実質県民総生産の 1965 年～2003 年の成長率(年率)である。*は 10％、**は 5％、***は 1％で
有意を表わす。カッコ内は p-値。4 列目に記載しているように、分散均一の帰無仮説は
Goldfeld-Quandt 検定では棄却されない。しかし、Breusch-Pagan 検定では有意水準 5％で棄却、
10％では棄却されないという結果を得たため、4 列目の p-値のみ、White の分散不均一頑健標
準誤差に基づいて計算している。 
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図 1 地域間所得格差が縮小する速さ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2  成長理論における収束速度 
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